
専⾨部会
児童芸能従事者の安全と⼦ども性暴⼒防⽌法

「ビジネスと⼈権」と児童芸能従事者
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国連「ビジネスと⼈権に関する指導原則」
－－2011年国連⼈権理事会にて全会⼀致採択－－

u基本的枠組︓3つの柱
第1の柱 国の義務＝国は、ビジネスが⼈権侵害を防⽌し、救済を実施するよ

うにさせる義務がある。

第2の柱 企業の責任＝⼈権尊重、⼈権デュー・ディリジェンス策定と実施、
侵害是正の責任

第3の柱 被害者の権利＝被害者の救済のために、国と企業は適切な苦情処理
制度の設置

このように「ビジネス」の展開過程で⽣じる「⼈権」侵害について、
その救済を「義務」と「責任」、「権利」の三つの側⾯から捉え直している。
ここに⼤きな特徴がある。



救済されるべき「⼈権」とは何か
「企業の責任は、国際的に認められた⼈権」（指導原則12）

u「世界⼈権宣⾔」と「国際⼈権規約」
u ILO宣⾔の基本的権利に関するもの（中核的労働基準）5分野10条約
結社の⾃由、団交権（87，98号）、差別の撤廃（同⼀価値労働同⼀賃⾦等 100、111号）、
強制労働の禁⽌(29、105号）、安全で健康な労働条件（155，187号）児童労働の禁⽌

u児童労働の禁⽌について
⼦どもの⼈権とは、①教育を受ける権利、②休み、遊ぶ権利、③健全に発達する権利
児童労働の禁⽌は、この⼦ども特有な権利を保護するために設けられている
◎就業の最低年齢に関する条約（138号）⇒15歳を下回ってならない。⽇本の批准と公布は2000年
◎最悪の形態の児童労働の禁⽌及び廃絶のための即時⾏動に関する条約（182号）1999年採択
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「最悪の形態の児童労働」の主なもの︔⽇本の批准と法の公布は2001年
①児童の売買及び取引、負債による奴隷及び農奴、強制労働
②売春、ポルノの製造⼜はわいせつな演技のために児童を使⽤し、斡旋し、提供すること
③児童の健康、安全、道徳を害する労働（⾁体的、⼼理的、性的虐待他）



企業の「⼈権尊重」責任と⼈権デュー・ディリジェンス
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u「責任」とは何か
責任responsibility︓Oxfordの英語辞書によれば、resond（応答する）＋ability（能⼒）の合成語
「約束を返すことができること」という意味 ⇒「⾃分に課された仕事や役割を遂⾏すること」
dutyは契約や法律、特定の⽴場から当然しなければならない義務となる

u⼈権DDとは何か
デュー（Due）︓当然の、しかるべき、正当な、適切な
ディリジェンス（Diligence）︓不断の努⼒、注意、勤勉、勤しむ

responsibility︓⾃分に課され仕事･役割は果たさねばならないが、それを
どのように応えるかは⾏為者の⾃主的決定に任されている

Duty:どのように果たすかの選択の余地
はなく、予め決められている

⼈権DDとは、⼈権侵害の責任の取り⽅について、何を⼈権侵害とするのか、
どのように対処するのか、どのように開⽰するかなどについて、具体化しておくことをいう



「ビジネスと⼈権」の企業責任を果たすためのポイント
u ⼈権尊重責任⽅針、⼈権DD、⼈権侵害の救済⼿続きを確⽴すること（指導原則15）

u ⼈権DD策定に当たって「企業内外の⼈権の専⾨家を活⽤すること」、
「⼈権侵害の可能性のある集団や利害関係者と意味ある協議を⾏うこと」（指導原則18）

u ⼈権侵害に適切な対応をしているかの検証のために、
「被害を受けた利害関係者を⼊れて社内外の意⾒を取り⼊れること」（指導原則20）

u 「被害者と利害関係者から懸念が表明された場合、情報提供できるように準備しておくこと」
「特に営業活動を通して⼈権侵害を引き起こす可能性のある企業は、その対応策について正式
に表明すべきである」（指導原則21）
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このように、「指導原則」は利害関係者ステークホルダーとの対話と協議が不可⽋であることが強調されている
このステークホルダーの意味は関係会社や株主も含めて理解されることが多いが、
「⼈権」を問題にするわけだから、含意から判断すると、
⼈権侵害が引き起こされる現場、現場の声、現場との対話と協議が不可⽋だとされている



国連⼈権委員会対⽇調査(1)
2023年7⽉︓国連・ビジネスと⼈権作業部会が訪⽇し、調査（報告書2024年5⽉に公表）

u 政府の「義務」
「⾏動計画」「ガイドライン」策定を評価
ガイドラインの遵守が任意でしかない、裁判官の⼈権問題の認識が低い、
独⽴した国内⼈権機関がないなど指摘

u 企業の「責任」
「移住労働者や技能実習⽣の冷待遇」、「過重労働の⽂化」、
「⼈権リスクを監視・削減する企業能⼒に格差がある」、
「国連指導原則の認知度に企業間格差があること、特に中⼩企業での低さ」
「公益通報者保護法」での「内部通報者」の定義が狭く、⾃営業者（俳優、アーティストな
ど）やフリーランス、請負業者が排除されている」
「職場での不祥事を通報することで報復（職を失うなど）を恐れている」

u ⼈権被害者の「救済」
⼈権侵害の可能性のある集団（⼥性、LGBTQ、障害者、先住⺠族、被差別部落者を含むマイノ
リティ・グループ、⼦どもや⾼齢者など）に詳細な調査
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国連⼈権委員会対⽇調査(2)
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u 「労働者の権利」擁護という視点から「⻑時間労働、労働安全衛⽣」に⾔及
「過労死と関連する⻑年の課題についてステークホルダーから報告を受けた」
「業務上疾病、特にメンタルヘルスに関連する損害賠償請求が増加している」ことに懸念

u リスクにさらされている集団としての「⼦ども」
「18歳未満の労働者の保護規定を定めている」が、「法的な枠組として児童労働を定義していない」
「政府は児童労働撲滅に向けた⾏動計画を策定していない」
23年「⼦ども家庭庁」の創設したことを考慮すれば、
ビジネスと⼈権の⽂脈で⼦どもの権利の認識を⾼め、それを確固としたものにする絶好の機会

訪⽇調査作業部会は、⼈権侵害とその救済が不⼗分な⽇本の現実を変えていくためには、
市⺠社会関係者に対して「⼈権に関する法的及び政策的強化を⽬指す取り組みに関与し、
すべてのステークホルダーの参加を促進する」よう求めている点に⼤きな特徴がある


